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健康･医療情報等を活用したデータ分析に基づき、PDCAサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業の実施計
画を定め、実施及び評価を行う。

「国民健康保険保健事業総合計画」とは

令和5年度に両計画が最終年度を迎えることから、｢第3期データヘルス計画｣と｢第4期特定健康診

査等実施計画｣を一体的に「国民健康保険保健事業総合計画（第３期）」を策定する。

データヘルス計画 根拠法令：国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針(厚生労働省告示)

特定健康診査等基本指針(厚生労働省告示)に基づき、特定健康診査及び特定保健指導の実施方法や目標等、基
本的な事項を定める。

特定健康診査等実施計画 根拠法令：高齢者の医療の確保に関する法律第19条

かすみがうら市国民健康保険では、これまで｢データヘルス計画｣(第1期～第2期)及び

｢特定健康診査等実施計画｣(第1期～第3期)を策定し、計画に定める保健事業を推進してきた。

データヘルス計画（第２期）
平成３０年度～平成３５年度

特定健康診査等実施計画（第３期）
平成３０年度～平成３５年度

国民健康保険保健事業総合計画（第３期）
令和６年度～令和１１年度

データヘルス計画（第３期）
特定健康診査等実施計画（第４期）
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目標１ 健康寿命の延伸

（男性）７８．２歳（H30） ⇒ ７８．２歳（R4） ±０歳

（女性）８３．３歳（H30） ⇒ ８３．５歳（R4） +０．２歳

⇒ほぼ変化の見られない結果となった。

目標２ 一人当たりの医療費を県平均及び国平均より減少させること

（かすみがうら市） ２６，４７６円/月（H30） ⇒ 29,632円/月（R4） +３，１５６円

（茨城県） ２５，１１７円/月（H30） ⇒ ２７，２７９円/月（R4） +２，１６２円

（国） ２７，３９４円/月（H30） ⇒ ２９，７２６円/月（R4） +２，３３２円

⇒県平均以上、国平均以下の値となった。

目標３ 脳血管疾患、虚血性心疾患、糖尿病性腎症の患者数３％減

（脳血管疾患） ３４６人（H30） ⇒ ２７３人（R4） －２１％

（虚血性心疾患） ３５５人（H30） ⇒ ２９６人（R4） －１７％

（糖尿病性腎症） ５９人（H30） ⇒ ５５人（R4） －７％

⇒３つの疾病とも３％を上回る減少率となった。

前期計画の評価

第２期データヘルス計画の目標及び達成状況
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健康・医療情報等の分析

医療費の基礎集計

年度別 医療費の状況

出典:国保データベース(KDB)システム｢健診･医療･介護データからみる地域の健康課題｣
被保険者一人当たりの医療費…1カ月分相当。
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細小分類による医療費上位10疾病(令和4年度)

出典:国保データベース(KDB)システム｢医療費分析(2)大、中、細小分類｣
※割合…総医療費に占める割合。
※細小分類のうち、｢その他｣及び｢小児科｣については上位10疾病の対象外としている。

順位 細小分類別疾患 医療費(円) 割合(%)　※

1 糖尿病 176,615,170 5.7%

2 慢性腎臓病（透析あり） 143,560,740 4.7%

3 関節疾患 117,570,710 3.8%

4 統合失調症 109,153,960 3.6%

5 大腸がん 100,332,670 3.3%

6 肺がん 94,806,280 3.1%

7 不整脈 93,926,010 3.1%

8 高血圧症 89,096,260 2.9%

9 骨折 71,932,680 2.3%

10 脂質異常症 57,956,760 1.9%

被保険者一人当たりの医療費は、年々増加傾向にある。

医療費を最小分類別にみると、医療費上位第１位は「糖尿病」で５．７％を占めている。
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健康・医療情報等の分析

生活習慣病に係る医療費等の状況

医療費全体に占める生活習慣病医療費の割合

データ化範囲(分析対象)…入院(DPCを含む)、入院外、調剤の電子レセプト。
対象診療年月は令和4年4月～令和5年3月診療分(12カ月分)。

資格確認日…1日でも資格があれば分析対象としている。
生活習慣病…厚生労働省｢特定健康診査等実施計画作成の手引き(第4版)｣には、生活習慣病の明確な定義が記載されていないため、

｢特定健康診査等実施計画作成の手引き(第2版)｣に記載された疾病中分類を生活習慣病の疾病項目としている。
0402 糖尿病、0403 脂質異常症、0901 高血圧性疾患、0902 虚血性心疾患、0904 くも膜下出血、0905 脳内出血、
0906 脳梗塞、0907 脳動脈硬化(症)、0909 動脈硬化(症)、1402 腎不全

株式会社データホライゾン 医療費分解技術を用いて疾病毎に点数をグルーピングし算出。

生活習慣病

610,198,224 

19.3%生活習慣病以外

2,550,985,386 

80.7%

医療費(円)

被保険者全体に占める生活習慣病患者の状況

生活習慣病有

※

4,810

45.4%

生活習慣病無

※

3,545

33.5%

医療機関

未受診者数

2,238

21.1%

被保険者数

(人)

生活習慣病の医療費は6億1,020万円で、医療費全体の19.3%を占めている。

生活習慣病で医療機関を受診している患者数は４，８１０人で、被保険者全体に占める割合は４５．４％。
5



健康・医療情報等の分析

糖尿病性腎症重症化予防に係る分析

データ化範囲(分析対象)…入院(DPCを含む)、入院外、調剤の電子レセプト。
対象診療年月は令和4年4月～令和5年3月診療分(12カ月分)。

データ化範囲(分析対象)期間内に｢血液透析｣もしくは｢腹膜透析｣の診療行為がある患者を対象に集計。
現時点で資格喪失している被保険者についても集計する。緊急透析と思われる患者は除く。
※割合…小数第2位で四捨五入しているため、合計が100%にならない場合がある。

透析患者の起因

糖尿病性腎症

Ⅰ型糖尿病

1

2.9%

糖尿病性腎症

Ⅱ型糖尿病

22

64.7%
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2

5.9%

糸球体腎炎

その他

3

8.8%

腎硬化症

本態性高血圧

1

2.9%

起因が特定

できない患者

5

14.7% 生活習慣を

起因とする疾病

23

67.6%

単位：人単位：人単位：人単位：人単位：人単位：人

新規透析患者数

データ化範囲(分析対象)…入院(DPCを含む)、入院外、調剤の電子レセプト。
対象診療年月は令和3年4月～令和5年3月診療分(24カ月分)。

データ化範囲(分析対象)期間内に｢血液透析｣もしくは｢腹膜透析｣の診療行為がある患者を対象に集計。
現時点で資格喪失している被保険者についても集計する。緊急透析と思われる患者は除く。
※1 新規透析患者の定義…Aの期間に透析患者ではなく、Bの期間に透析患者となった患者。
※2 Aの期間とBの期間で起因となる傷病名が違う場合、該当の欄に集計される。

そのため、B-Aは一致しない場合がある。
※⑧起因が特定できない患者…①～⑦の傷病名組み合わせに該当しない患者。

Aにおいて透析患者ではなく

Bにおいて透析患者となった人数

令和3年4月～令和4年3月
診療分（12カ月分）

割合
（％）

令和4年4月～令和5年3月
診療分（12カ月分）

割合
（％）

新規透析患者

31 34 10

透析に至った起因

A B

① 糖尿病性腎症　Ⅰ型糖尿病 1 3.2% 1 2.9%

③ 糸球体腎炎　IgA腎症

0

② 糖尿病性腎症　Ⅱ型糖尿病 20 64.5% 22 64.7% 7

1 3.2% 2 5.9%

④ 糸球体腎炎　その他 4 12.9% 3

0

1

8.8% 1

0.0% 0

2.9%⑤ 腎硬化症　本態性高血圧 0 0.0% 1

⑥ 腎硬化症　その他 0 0.0% 0

透析患者合計

0

⑧ 起因が特定できない患者 5 16.1% 5 14.7% 1

⑦ 痛風腎 0 0.0% 0 0.0%

※

※1

※2

透析患者の起因を分析したところ、67.6%が生活習慣を起因とする疾病であり、

64.7%がⅡ型糖尿病を起因として透析となる、糖尿病性腎症であった。 6



健康・医療情報等の分析

ジェネリック医薬品普及率に係る分析

データ化範囲(分析対象)…入院(DPCを含む)、入院外、調剤の電子レセプト。
対象診療年月は令和2年4月～令和5年3月診療分(36カ月分)。

資格確認日…1日でも資格があれば分析対象としている。
※ジェネリック医薬品普及率…ジェネリック医薬品薬剤数量/(ジェネリック医薬品薬剤数量+先発品薬剤数量のうち
ジェネリック医薬品が存在する数量)

年度別 ジェネリック医薬品普及率(数量ベース)               

82.3% 82.0% 82.7%
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ジェネリック医薬品薬剤数量 ジェネリック医薬品普及率（薬剤数量）

データ化範囲(分析対象)…入院外、調剤の電子レセプト。
対象診療年月は令和5年3月診療分(1カ月分)。

資格確認日…1日でも資格があれば分析対象としている。
※通知対象薬剤を含む処方をされている患者…株式会社データホライゾン
通知対象薬剤基準による(ジェネリック医薬品が存在しても、入院、
処置に使用した医薬品及び、がん･精神疾患･短期処方のものは含まない)。

※構成比…小数第2位で四捨五入しているため、
合計が100%にならない場合がある。

ジェネリック医薬品への切り替えポテンシャル
(患者数ベース)

ひとつでも

切替可能な

先発品を含む

処方をされて

いる患者

1,655

42.2%すべて

ジェネリック

医薬品が処方

されている

患者

1,230

31.4%

すべて切替

不可能な

先発品を処方

されている

患者

1,035

26.4%

患者数

(人)

令和４年度ジェネリック医薬品普及率(数量ベース)は82.7%。

ひとつでもジェネリック医薬品に切り替え可能な先発品を含む処方をされている患者は1,655人で患
者数全体の42.2%を占めている。
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健康・医療情報等の分析

受診行動適正化に係る分析

データ化範囲(分析対象)…入院(DPCを含む)、入院外、調剤の電子レセプト。
対象診療年月は令和4年4月～令和5年3月診療分(12カ月分)。

資格確認日…令和5年3月31日時点。
※薬剤併用禁忌対象者…1カ月間に併用禁忌とされる薬剤を処方された人を対象とする。

薬剤併用禁忌対象者数

令和4年4月 令和4年5月 令和4年6月 令和4年7月 令和4年8月 令和4年9月 令和4年10月 令和4年11月 令和4年12月 令和5年1月 令和5年2月 令和5年3月

薬剤併用禁忌
対象者数（人）※

12 10 8 17 18 12 12 21 21 26 12 18

12カ月間の延べ人数 187 人

12カ月間の実人数 116 人

薬剤併用禁忌に係る分析

重複受診者数（ひと月に同系の疾病を理由に複数の医療機関に受診している者）

データ化範囲(分析対象)…入院(DPCを含む)、入院外、調剤の電子レセプト。
対象診療年月は令和4年4月～令和5年3月診療分(12カ月分)。

資格確認日…令和5年3月31日時点。
株式会社データホライゾン 医療費分解技術を用いて疾病毎に点数をグルーピングし算出。
※重複受診者数…1カ月間で同系の疾病を理由に3医療機関以上受診している患者を対象とする。透析中、治療行為を行っていないレセプトは対
象外とする。

令和4年4月 令和4年5月 令和4年6月 令和4年7月 令和4年8月 令和4年9月 令和4年10月 令和4年11月 令和4年12月 令和5年1月 令和5年2月 令和5年3月

重複受診者数(人)　※ 2 1 9 6 9 2 3 3 5 1 6 5

52人

44人

12カ月間の延べ人数

12カ月間の実人数

8



健康・医療情報等の分析

特定健康診査の実施状況 特定保健指導の実施状況

年度別 特定健康診査受診率

出典:国保データベース(KDB)システム ｢地域の全体像の把握｣
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出典:国保データベース(KDB)システム ｢地域の全体像の把握｣

年度別 特定保健指導実施率
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特定健康診査受診率、特定保健指導実施率について、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影
響を受け、数値は低迷したものの、近年は増加傾向にある。

しかしながら、いずれも県平均値まで至っていない。
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課題の抽出と保健事業の実施内容

課題① 特定健康診査受診率、特定保健指導実施率ともに県平均以下と低い。

当市における令和４年度特定健康診査受診率３４．０％（県平均：３５．６％）

〃 特定保健指導実施率２７．６％（県平均：３３．０％）

目標・
評価指標

生活習慣病の早期発見・早期治療

評価指標：特定健康診査受診率 ３４．０％（R4） ⇒ ６０．０％（R11）

生活習慣病予防・重症化予防

評価指標：特定保健指導実施率 ２７．６％（R4） ⇒ ６０．０％（R11）

実施事業 特定健康診査受診勧奨通知事業

特定健康診査未受診者を対象に通知を送付。

特定保健指導未利用者対策事業

特定保健指導未利用者を対象に健診数値入りアドバイスシートを作成し送付。
送付後、電話による利用勧奨を実施。

※R６年度 市町村国保ヘルスアップ事業（補助率：国10/10）活用予定
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課題の抽出と保健事業の実施内容

課題② 医療費及び患者数上位において、生活習慣に関係する疾病が多くを占めている。

（生活習慣病の医療費（令和４年度）は、６憶1,020万円で、医療費全体の19.3％）

透析患者のうち、67.6%が生活習慣を起因としている。

（64.7%がⅡ型糖尿病を起因として透析となる、糖尿病性腎症）

目標・
評価指標

糖尿病重症化予防

評価指標： HbA1ｃ8.0％以上の者の割合 １．５４％（R4） ⇒ １．４０％（R11）

保健事業 糖尿病性腎症重症化予防事業

糖尿病性腎症期分類Ⅱ期～Ⅲ期に該当する者を対象に保健指導を実施。

※R６年度 市町村国保ヘルスアップ事業（補助率：国10/10）活用予定
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課題の抽出と保健事業の実施内容

課題③ 後発医薬品の使用割合は82.7％。

受診行動の適正化が必要な、重複・頻回受診、重複服薬のいずれかに該当する被保険
者が存在している。

目標・
評価指標

医療費適正化と適正受診・適正服薬

評価指標： 後発医薬品の使用割合 ８２．２７％（R4） ⇒ ８５．００％（R11）

保健事業 医療費適正化通知事業

後発医薬品へ切り替える事で一定額以上の自己負担額の軽減が見込まれる等
を対象に通知を送付。

※R６年度 市町村国保ヘルスアップ事業（補助率：国10/10）活用予定
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その他

計画の評価及び見直し

実施する事業の評価は年度毎に行うことを基本とし、評価指標に基づき事業の効果や

目標の達成状況等を確認する。

また、計画全体の評価については、進捗確認のため令和８年度に中間評価を行う。

計画の公表・周知

ホームページ等で公表するとともに、あらゆる機会を通じて周知･啓発を図る。
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